
 

入 札 公 告  

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 令和元年５月２７日 

    支出負担行為担当官 

  原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 

伊藤 隆行 

◎ 調達機関番号 021 ◎所在地番号 13 

１  調達内容 

 (1) 品目分類番号 71、27 

 (2) 調達件名及び数量 

   平成３１～３５年度解析用パソコンの賃借

及び保守、一式 

 (3) 調達件名の仕様等 入札説明書による。 

 (4) 契約期間 入札説明書による。 

 (5) 納入場所 入札説明書による。 

 (6) 入札方法  

   本件は、入札に併せて技術等の提案書を受け付

け、価格と技術等の総合評価によって落札者を

決定する総合評価落札方式の入札である。 

       入札金額については、業務に要する一切の費用

を含めた額とする。落札決定に当たっては、

入札書に記載された金額に当該金額の８パ

ーセントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の１０８分の１００に相当す



る金額を入札書に記載すること。 

 

２ 競争参加資格 

 （１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該

当しない者であること。 

    なお、未成年者、被保佐人又は被補助人

であって、契約締結のために必要な同意を

得ている者は、同条中、特別の理由がある

場合に該当する。 

 （２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該

当しない者であること。 

 （３）原子力規制委員会からの補助金交付等の

停止措置又は指名停止措置が講じられてい

る期間中の者でないこと。 

 （４）令和０１・０２・０３年度（平成３１・

３２・３３年度）環境省競争参加資格（全

省庁統一資格）「役務の提供等」において

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付け

されている者であること。 

 （５）入札説明書において示す暴力団排除に関

する誓約事項に誓約できる者であること。 

 

３  入札書の提出場所等 

  (1) 入札説明書の交付 

   当庁ホームページの「組織について」＞「政策

実行の流れ」＞「調達・予算執行」＞「物品・ 

役務」＞「一般競争入札」から、ダウンロード

し て 入 手 す る こ と 。

(https://www.nsr.go.jp/nra/chotatsu/buppin

-itaku/buppin/index.html#ippankyousou) 



 (2) 要件定義書の交付場所、入札書及び提案書

の提出場所、契約条項を示す場所及び問い

合わせ先 

      〒 106-8450 東京都港区六本木一丁目９番

９号 六本木ファーストビル１５階 

   原子力規制委員会原子力規制庁長官官房 

   技術基盤グループシビアアクシデント研究

部門 新添 多聞 

    電話番号 03-5114-2224      内線 3563 

仕 様 に 関 す る 質 問 は 、 メ ー ル

（ tamon_niisoe@nsr.go.jp） にて 受 け付け

る。 

(3) 入札説明会の日時及び場所 

    令和元年６月１２日１４時００分 原子力

規制委員会原子力規制庁 六本木ファースト

ビル１３階入札会議室 

 (4) 提案書の受領期限   

    令和元年７月１２日 １２時００分 

  (5) 開札の日時及び場所  

    令和元年８月７日１４時００分 原子力

規制委員会原子力規制庁 六本木ファースト

ビル１３階入札会議室 

４ その他 

  (1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通

貨日本語及び日本国通貨 

  (2) 入札保証金及び契約保証金  全部免除 

  (3) 入札者に要求される事項  この一般競争

に参加を希望する者は、原子力規制委員会

原子力規制庁の交付する仕様書等に基づき

提案書を作成し、受領期限内に提出しなけ



ればならない。また、開札日の前日までの

間において支出負担行為担当官等から当該

書類に関し説明を求められた場合は、それ

に応じなければならない。なお、提出され

た提案書は、原子力規制委員会原子力規制

庁において審査をするものとし、審査の結

果採用し得ると判断した提案書を提出した

者のみ入札に参加できるものとする。 

  (4) 入札の無効   本公告に示した競争参加資

格のない者による入札及び入札に関する条

件に違反した入札は無効とする。 

  (5) 契約書作成の要否  要 

  (6) 落札者の決定方法   

    次の各要件に該当する者のうち、入札説明

書に定める総合評価の方法によって得られ

た数値の最も高い者を落札者とする。 

   ①入札価格が、予決令第７９条の規定に基づい

て作成された予定価格の制限の範囲内であ

ること。 

   ②提案書が、原子力規制委員会原子力規制庁に

よる審査の結果、合格していること。 

  (7) 手続きにおける交渉の有無 無。 

  (8) 元号が改められたときには、本公告に記載

した日付（元号が改められた日以後のもの

に限る。）を、新しい元号による日付に読

み替えるものとする 

  (9) 詳細は入札説明書による。 

５ Summary 

  (1) Official in charge of disbursement of the 

procuring entity ：○○ ○○ ,  Counsellor 



for Budget and Accounting, Nuclear 

Regulation Authority. 

  (2) Classification of the products to be 

procured ： 71, 27 

  (3) Nature and quantity of the services to be 

required ：Rental and maintenance of 

personal computers for analytical 

operation of Secretariat of Nuclear 

Regulation Authority for fiscal year 

2019-2023  

(4) Fulfillment period : The period will be 

specified later. 

  (5) Fulfillment place ： The place will be 

specified later. 

  (6) Qualification for participating in the 

tendering procedures：Suppliers eligible 

for participating in the proposed tender 

are those who shall： 

①  Not come under Article 70 of the 

Cabinet Order concerning the Budget, 

Auditing and Accounting. Furthermore, 

minors, persons under conservatorship or 

persons under Assistance who obtained 

the consent necessary for concluding a 

contract may be applicable under cases of 

special reasons within the said clause. 

②  Not come under Article 71 of the 

Cabinet Order concerning the Budget, 

Auditing and Accounting.  

③Not be suspended from transactions by 



request of the officials in charge of 

contract . 

④  Have Grade A, B or C in the “Provision 

of services”  in terms of the qualification 

for participating in tenders by Ministry of 

Environment (Single qualification for 

every ministry and agency) in the fiscal 

year 2019, 2020 and 2021.  

⑤ Promise to obey the pledge on gang 

exclusion which is shown in the tender 

manual. 

  (7) Date and time for tender explanatory 

meeting ： 14:00, 12th, Jun. ,  2019 

  (8) Time-l imit for tender： 12:00 , 12th, Jul. , 

2019 

(9) Contact point for the notice: Division of 

Research for Severe Accident, Regulatory 

Standard and Research Department, 

Secretariat of Nuclear Regulatory Authority, 

   1-9-9, Roppongi, Minato-ku,  Tokyo 

106-8450, Japan.  

TEL 03-5114-2224,  FAX 03-5114-2234 

E-mail :  tamon_niisoe@nsr.go.jp 

 

 


